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　2024年 12月 17日（火）に選定した 10名の「ナイスステップな研究者 2024」選定者のうち、本稿では佐々田 
槙子氏（東京大学大学院 数理科学研究科 教授）、高山 和雄氏（東京科学大学 総合研究院 難治疾患研究所 教授）、及
び坪山 幸太郎氏（東京大学 生産技術研究所 講師）の研究活動等を御紹介する。
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　産学官連携の黎明期から特徴的な取組・活動を続け、地域に多大な貢献をもたらしてきた岩手地域の事例から、こ
れまでの産学官連携の経緯を振り返り、今後の地域のエコシステム構築に向けた取組を紹介し、そのヒントを探る。
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　本稿では、「研究者ウェルビーイング向上のための多元的指標体系構築」プロジェクトを紹介する。本研究は、従来
の論文数中心の評価から脱却し、研究者の多様な価値観を反映した新指標体系を通じて、研究エコシステム全体の質
的変革を実現する政策科学のアプローチを提案する。
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  データ解析政策研究室 客員研究官 近藤 康久
　2025年 1月に発出された「グローバル・サイエンスに関するマスカット宣言」を解説する。宣言は、科学がグロー
バルな公共財であるという立場を明示した上で、科学が社会正義・平和・安全保障・持続可能性を促進する役割を担
うことを強調した。
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　産学連携・知的財産活動関連の指標を用いた新たな大学グループ分類を試行し、NISTEP 定点調査の再分析を行っ
た。NISTEP 定点調査のモニタリング機能を生かした大学における研究活動の多角的把握の一環として、今後の分類
方法や分析の在り方について探索的な示唆を提供する。
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　日本の研究機関における研究データ管理（RDM）の実践状況 2024
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　大学等を対象とした研究データ管理に関する 2024年度の調査結果を二次分析した。データポリシーの策定・検討
率は 70.8%（4年間で+47.3 ポイント）、機関リポジトリの提供率は 54.6%（同+30.7 ポイント）であり、政策の
効果やコミュニティによる取組の成果がみられた。
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　地域経済衰退の中、地方においては産学官連携のための国の競争的資金などを獲得し、地域イノベーションの実現
に向けて取り組んでいるが、当該資金は時限的であり、その後の事業継続に支障を来している。人材不足・資金不足
が顕著であり、対策が求められる。
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